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本報告書の利用についての注意・免責事項 

本報告書は、日本貿易振興機構（ジェトロ）モスクワ事務所が現地法律事務所 Goltsblat 

BLP 法律事務所に作成委託し、2017 年 3 月に入手した情報に基づくものであり、その後の法

律改正などによって変わる場合があります。掲載した情報・コメントは作成委託先の判断によ

るものですが、一般的な情報・解釈がこのとおりであることを保証するものではありません。

また、本稿はあくまでも参考情報の提供を目的としており、法的助言を構成するものではなく、

法的助言として依拠すべきものではありません。本稿にてご提供する情報に基づいて行為をさ

れる場合には、必ず個別の事案に沿った具体的な法的助言を別途お求めください。 

ジェトロおよび Goltsblat BLP 法律事務所は、本報告書の記載内容に関して生じた直接的、

間接的、派生的、特別の、付随的、あるいは懲罰的損害および利益の喪失については、それが

契約、不法行為、無過失責任、あるいはその他の原因に基づき生じたか否かにかかわらず、一

切の責任を負いません。これは、たとえジェトロおよび Goltsblat BLP 法律事務所が係る損害

の可能性を知らされていても同様とします。 
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ユーラシア経済連合 (EEU)関税基本法の概要と特色 

 

1. EEU 関税基本法導入の前提条件、法令概要 

 第 1 に、EEU 関税基本法の作成は、2015 年からロシア、ベラルーシ、カザフスタン

による関税同盟（CU）の経済統合がより進んだ段階に移行し、EEU へと改組された

ことに起因する。現在、これにアルメニアとキルギスが加盟した。  

 第 2 に、CU の発展の過程で、法制化を必要とするような関税分野の国際条約が多数

蓄積されたことが挙げられる。EEU新関税基本法が発効した後に独立した国際条約と

して残るのは、関税分野の権利関係を直接規制しない 5 つの条約のみである。これら

の条約は、税関合同委員会の仕事、税関代表部の活動、および行政責任や刑事責任を

問う際の特性にかかわるものである。 

 第 3 に、CU 関税基本法が発効した 2010 年から時間が経ち、通関実務が変化したこ

とが挙げられる。そのため、新関税基本法の次の前提条件は、税関行政機構の改善の

必要性と関係している。  

 EEU 関税基本法は、2016 年 12 月 26 日にユーラシア最高経済評議会において、ベラ

ルーシ大統領を除く EEU 全加盟国の元首により署名された。EEU 関税基本法は、

2017年 7月 1日の発効が予定されているが、延期される可能性も否定できない1。 

 EEU 関税基本法は、9 節、60章から構成されている。節の目次は以下の通り。 

 第 1節：総則 

 第 2節：関税、特殊・セーフガード関税、アンチダンピング関税、相殺関税 

 第 3節：通関オペレーションとその実施者 

 第 4節：通関手続き 

 第 5 節：特定のカテゴリーの貨物が EEU 関税国境を通過する際の手順と条件の  

特性 

 第 6節：税関管理の実施 

 第 7節：税関 

 第 8節：通関分野の活動、認定事業者（AEO） 

 第 9節：移行規程 

                                                                                                                                          

1 ベラルーシ大統領は 2017 年 4 月 11 日に署名。ユーラシア経済委員会によると、5 カ国による批准手続きを経て

2018 年初の発効を目指している。 
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 EEU 関税基本法には、CU 関税基本法にはなかったいくつかの新しい章や条が追加さ

れた。  

 関税分野の権利関係は、EEU 関税基本法以外にユーラシア経済委員会（EEC）の決

定や勧告、EEU加盟国の関税法および法令により規制される。 
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2. ユーラシア経済連合（EEU）関税基本法で導入された新規則、関税同盟

（CU）関税基本法で変更された主な規定 

① 電子版申告の優位性 

以前、電子版での貨物税関申告は、伝統的な紙面での申告の代替手段でしかなかった。

EEU 関税基本法では、電子版の貨物税関申告書に主要な地位が与えられる2。紙面で貨物

税関申告書を提出できるのは、以下のような特別な場合に限られる。 

 貨物税関申告を電子版で提出するための情報システムに不具合がある場合3 

 通関トランジットの場合 

 個人使用の貨物の場合 

 国際郵便で貨物を送付する場合 

 国際輸送を行う輸送手段の場合 

 税関申告書の代わりに出荷書類を使用する場合 

 EEC が規定したその他の場合4 

とはいえ、ロシアの通関実務では現在既に電子版の貨物税関申告書が主要な地位を占め、

貨物税関申告書の大部分が電子版で提出されている。 

 

② 貨物税関申告書の自動登録と自動リリース 

EEU 関税基本法では、貨物税関申告書の登録と貨物リリースにかかわる通関オペレーシ

ョンを、税関の情報システムを使用して自動で行うことが合法化された。5 

このように、貨物税関申告書を情報システムにより処理することで、通関手続きのプロ

セスをスピードアップすることができる。 

  

③ 「統一窓口」システム 

貨物の税関地域への到着、貨物の税関地域からの出発、貨物税関申告、および貨物リリ

ースにかかわる通関手続きを行う際に、統一窓口のメカニズムを使用する。これは書類提

                                                                                                                                          

2  EEU 関税基本法 第 104 条 3 項 

3  EEU 関税基本法 第 104 条 5 項 

4  EEU 関税基本法 第 104 条 4 項 

5  EEU 関税基本法 第 118 条 2 項 
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出を一度だけすればよいという原則で、税関管理の時に国のデータベースに情報が掲載さ

れていれば、追加で提出する必要はない。 

この場合、申告者は単にこれら書類に関するデータと貨物税関申告書のデータに関する

情報を記載するだけでよい。6 

 

④ 認可事業者（Authorized Economic Operator, AEO） 

 AEO 制度の法的規制の規則が、以下の通り大幅に改訂された。 

 AEO のステータスを取得できる者のリストが拡張された。輸入事業者と輸出事

業者以外に、今後は税関周辺ビジネスを専門としている者（通関代理人、輸送会社、

倉庫）も AEO になることができる。 

 AEO のステータスは EEU全加盟国で認められるので、AEO は EEU全域で特典

を享受することができる。 

 AEO に付与される特典（EEU 関税基本法の用語では「特別な簡素化」）のリス

トが拡張された。付与される特典の分量により、AEO は以下の 3つのタイプに分類

され、税関から相応の証書が発行される。 

 第 1タイプの証書により、以下の特典が享受できる。 

1) 貨物の発着、税関申告、および貨物リリースにかかわる通関オペレーション

を最優先で行う 

2) 通関トランジットの際、関税、税金、特殊関税、アンチダンピング関税、相

殺関税の支払義務履行の担保を納めなくてよい 

3) 貨物リリースの際、関税、税金、特殊関税、アンチダンピング関税、相殺関

税の支払義務履行の担保を納めなくてよい 

4) 貨物税関申告の提出前に貨物をリリースする 

5) 税関検査や税関臨検を最優先で行う 

6) 輸送手段の荷台部分（区画）またはその一部に AEO が施した封印を、税関

が個別化手段として認める 

7) AEO が輸送する貨物の輸送ルートを指定しなくてよい 

8) 税関が通関オペレーションの時間短縮や手順の最適化のために実施するパイ

ロット・プロジェクトや実験に優先的に参加する 

                                                                                                                                          

6  EEU 関税基本法 第 80 条 2 項 
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9) 貨物に対する荷役を、特定の条件下で、税関からの通知書や許可証なしで行

う7 。 

 第 2タイプの証書により、以下の特典が享受できる。 

1) AEO の自社貨物用のヤードで貨物を一時保税蔵置する 

2) AEO の他者貨物用のヤードで貨物を一時保税蔵置する 

3) AEO のヤードに貨物を配送して格納、AEO のヤードで税関管理を実施、通

関トランジットの完了 

4) AEO のヤードで税関管理を実施する 

5) 遠隔で貨物税関申告や貨物リリースを行う 

6) 税関検査や税関臨検を優先的に行う 

7) 税関が使用する個別化手段を適用する 

8) 貨物リリースの際、関税、税金、特殊関税、アンチダンピング関税、相殺関

税の支払義務履行の担保を納めなくてよい 

9) 貨物税関申告の提出前に貨物をリリースする 

10) 輸入関税延払いの際、関税支払いの義務履行の担保を納めなくてよい8 

 なお、第 3タイプの証明書が最も包括的で、上記のすべての特典をカバーしている9。 

 また、AEO 台帳への登録条件が変更になり、今後は証明書のタイプにより条件が異な

る。 

第 1タイプの証明書を取得するためには、以下の条件を満たしていなければならない 

1) 貿易事業者、通関代理人、一時保税蔵置場または長期保税倉庫の所有者とし

ての業務実績が 3 年以上、または税関輸送事業者としての業務実績が 2 年以

上あり、取り扱った輸出入貨物の数量と金額が一定の指標に達している 

2) AEO の義務履行の担保を納入している（AEO に違反がない場合の減額の可

能性が規定されている） 

3) EEU 加盟国のすべてで関税や特殊関税、アンチダンピング関税、相殺関税

支払いの負債がない 

4) 国内の税金支払いで負債がない 

                                                                                                                                          

7  EEU 関税基本法 第 437 条 2 項 

8  EEU 関税基本法 第 473 条 3 項 

9  EEU 関税基本法 第 473 条 4 項 
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5) EEU 加盟国のすべてで当該法人が過去 1 年間に行政違反により行政責任を

問われていない 

6) EEU 加盟国のすべてで、当該法人の株主で 10％以上の株式を保有している

者、出資者（参画者）、幹部、経理主任が犯罪や刑法違反により刑事責任を

問われていない 

7) 税関に提出されたデータと経済オペレーション実施に関するデータを比較す

ることができ、税関がこのようなデータにアクセス（遠隔も含め）できるよ

うな在庫管理システムが存在する10 

第 2 タイプの証明書を取得するためには、以下の条件を満たしていなければならない。 

1) 上記 2番以外の全条件 

2) EEC 決議による制定が予定されている財務安定性の要件に適合していること 

3) 貨物の一時保税蔵置のためのヤードを所有または賃借している 

4) 貨物の一時保税蔵置、通関トランジット手続きの完了、および（または）

AEO 台帳への登録を申請している法人の輸送手段と従業員への税関管理が

実施される建屋、部屋（部屋の一部）、および（または）屋外のヤード（屋

外のヤードの一部）に対する要件を遵守している11 

第 3 タイプの証明書の発行を伴う AEO 台帳へ法人を登録するためには、以下の条件

を満たしていなければならない12。 

1)  第 1タイプまたは第 2タイプの AEO 台帳に 2年以上登録されていた法人 

2)  第 2タイプの AEO が満たすべき全条件 

 法人の AEO 台帳への登録には、国の法律で定める追加条件が制定され得る13。 

 EEC とロシア連邦税関局は、認定事業者をサプライチェーンの安全確保におけるパー

トナーと考えており、AEO に対する税関管理は最小限の措置に止める意向である。そ

のため、証明書の発効日から認定事業者は低リスクカテゴリーに入り14、税関管理は

最小レベルのものが適用されることになる。 

 

 

                                                                                                                                          

10  EEU 関税基本法 第 433 条 4 項 

11  EEU 関税基本法 第 433 条 3 項 

12  EEU 関税基本法 第 433 条 5 項 

13  EEU 関税基本法 第 433 条 6 項 

14  EEU 関税基本法 第 430 条 3 項 
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⑤ 申告者 

「申告者」の概念が見直され拡大されたことにより、貨物税関申告を簡素化し、貿易取

引という概念から離れ、EEU 居住者間の取引で関税国境を通過する貨物の税関申告の問題

を取り除くことが可能になった15。 

なお、申告者の権利には大きな変更がなかった。申告者は、特に、以下の権利を有する
16。 

1) 税関管理下にある貨物を点検、計測し、それに対する荷役を行う 

2) 税関の許可を得て、税関管理下にある貨物から見本やサンプルを抽出する 

3) 税関検査や税関臨検の実施に立ち会う 

4) 自らが申告している貨物の見本やサンプルの試験結果を知る 

5) 税関やその職員の決定や行為（無為）に不服を申し立てる 

6) 自らが税関申告している貨物に関する情報を確認するために専門家を起用す

る 

 

⑥ 事前決定 

 EEU 関税基本法では、税関が以下につき事前決定を出すことができる。 

 HS コードによる貨物の分類 

 分解して輸入される機器（製造ライン）の分類 

 貨物の原産国 

 貨物の課税標準価格 

 最後の項目（貨物の課税標準価格の事前決定）は、EEU 関税基本法に新規導入され

たものである。 

 貨物の分類に関する事前決定により、貨物税関申告での間違いを避け、通関手続きを

スピードアップすることができる。 

 HS コード分類に関する事前決定は、会社からの申請により申請後 90 日以内に出され

る17。このような決定は 3 年間有効であり18、ロシアではこのサービスは有料である。

その他、原産国に関する事前決定も同様のやり方で出される19。 

                                                                                                                                          

15  EEU 関税基本法 第 83 条 

16  EEU 関税基本法 第 84 条 

17  EEU 関税基本法 第 25 条 1 項 
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下記の手順は、原則として、製造ラインや大型機器の納入の際に適用される。 

 このような貨物は、一定期間内に個別の構成要素として輸入することができ、税関申

告はこのような貨物が組み立てられた状態で適用される HS コードを単一のものとし

て用いながら、構成要素ごとにいくつかの申告書を提出する方法で行われる20。この

ためには、機器の構成要素（部分）の単一 HS コード分類に関する事前決定を税関か

ら事前に受けねばならない21。 

 さらに、以下の条件を満たさねばならない。 

 貨物の構成要素の申告者は、貨物の HS コード分類に関する事前決定を受けた者で

ある 

 貨物の構成要素の貨物税関申告がすべて一箇所の税関で実施される 

 貨物の構成要素はすべて EEU 内の同一の荷受人に対して輸入される、または

EEU 内の同一の出荷人から輸出される 

 国の法律により、貨物の構成要素はすべて 1 件の取引の枠内で EEU 内に輸入されね

ばならないと規定されることがあり得る22。 

 その他、課税標準価格決定方法の適用の問題にかかわる事前決定の裁定手順は、国の法律

で定められる23。 

 

⑦ 貨物の配送と一時保税蔵置 

ここでは、1 通の輸送書類による複合輸送の申告が可能であることが規定されている。

貿易事業者は、輸送中のすべての貨物に対して 1 通のトランジット申告書を記入すれば済

むようになる。唯一の条件は、貨物の積み替えや輸送手段の変更をすべて含むサプライチ

ェーンを組織し、最初から最後まで全規則の遵守を監督する担当者が 1 名いなくてはなら

ない。 

以前、一時保税蔵置期間は 2 カ月で、税関の許可があればさらに 2 カ月の延長が可能で

あった。EEU 関税基本法ではその期間が 4カ月となり、延長の必要性がなくなった24 。 

 

                                                                                                                                          

18  EEU 関税基本法 第 25 条 2 項 

19  EEU 関税基本法 第 33-35 条 

20  EEU 関税基本法 第 117 条 

21  EEU 関税基本法 第 117 条 3 項 

22  EEU 関税基本法 第 101 条 

23  EEU 関税基本法 第 38 条 19 項 

24  EEU 関税基本法 第 101 条 
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⑧ 貨物税関申告書と貨物リリース 

 税関申告書は、申告者またはその通関代理人により電子版で提出される。税関は 1 時

間以内に申告書を登録、または登録を拒絶する25 。 

 予備的に不完全な税関申告書を提出したり26、税関申告書の提出前に貨物をリリース

したりできることが規定されている27 。 

 貨物税関申告書の提出には、申告者の権限に関する書類以外は、申告した情報の確証

となる書類を添付しなくてよい。この例外（申告者の権限に関する書類を提出しなけ

ればならないこと）は、国の法律で廃止され得る28 。 

 リスク管理システム(RCS)のリスクゾーンに入る場合、税関からの請求があった場合

のみ確証書類が提出される29 。 

 確証書類は、同じ税関に提出済みのものであれば、再提出しなくてよい。この場合、

確証に関する情報を貨物税関申告書に記載すれば十分である30。 

 税関申告書のリリースまでの時間は合計で 4 時間である。 ただし、それは 10 営業日

まで延長され得る。 

 税関申告書の提出以前に貨物リリースが可能なのは、以下の場合である。 

1) 最優先で手続きされる貨物 

a) 自然災害や自然・技術的な性質の非常事態の事後処理用の貨物 

b) 平和維持活動や軍事演習のための軍事用品 

c) 傷みが早い貨物、動物 

d) 国際郵便、速達貨物 

e) 展示会用の貨物、その他 

2) 投資プロジェクト実施の枠内で輸入された貨物 

3) EEC の決定した基準に適合する、特定のカテゴリーの法人により輸入された、

EEC の一覧に掲載されている貨物のカテゴリー 

                                                                                                                                          

25  EEU 関税基本法 第 111 条 2 項 

26  EEU 関税基本法 第 114、115 条 

27  EEU 関税基本法 第 120 条 

28  EEU 関税基本法 第 109 条 5 項 

29  EEU 関税基本法 第 325、378 条 3 項 

30  EEU 関税基本法 第 109 条 8 項 
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 EEU 加盟国の法律で規定されている場合、税関地域での加工の通関手続き、自由関

税区域の通関手続き、自由倉庫の通関手続き、関税・税金支払いのない一時輸入通関

手続き、および EEC が規定する通関手続きに従い、税関申告以前に貨物リリース申

告をすることができる31 。 

 税関申告書は、申告書提出前の貨物リリースの申請を行った者により、貨物リリース

の翌月 10日までに提出されねばならない32 。 

 

⑨ 速達貨物 

新関税基本法で初めて速達貨物という概念が定義された。それは、最優先で、速達貨物

税関申告書という特別な税関申告書で手続きされるべきものである33 。  

速達貨物の分野でもう 1 つ良い変化があり、今後は貨物の課税価格に輸送費、積み降ろ

し費用、および保険料が算入されないことである。現在の規則では、同じ小包でも郵送距

離が異なると、関税が掛かったり、掛からなかったりする。今後はこのような欠点が排除

される。 

 

⑩ 長期保税倉庫 

 長期保税倉庫の通関手続きは外国貨物に適用され、輸入関税、税金、特殊関税、アン

チダンピング関税、相殺関税を支払うことなく、外国貨物を長期保税倉庫に保管する

ことを想定している34 。 

 貨物を長期保税倉庫の通関手続きにかけるための条件は、以下の通りとなっている。 

1) 貨物の消費期限および（または）販売期間が 180暦日より長い 

2) 貨物の輸出入に関する禁止事項や制限を遵守している35 

 貨物の長期保税倉庫での保管は 3年まで可能である36。 

 税関の許可があれば、長期保税倉庫で簡単な組み立て作業や、以下のオペレーション

を実施することができる。 

 

                                                                                                                                          

31  EEU 関税基本法 第 120 条 

32  EEU 関税基本法 第 120 条 12 項 

33  EEU 関税基本法 第 81 条 

34  EEU 関税基本法 第 155 条 

35  EEU 関税基本法 第 156 条 1 項 

36  EEU 関税基本法 第 157 条 
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1) 貨物の見本やサンプルの抽出 

2) 貨物の販売や輸送（運送）の準備（ロット分け、発送手続き、選別、梱包、再

梱包、マーキング、貨物の外観を良くする作業などを含む） 

3) 技術サービス（メンテナンス）− 保管期間中にこのような作業をする必要が

ある貨物に対して 

 しかし、上記の作業により貨物の HS コードが変わるような仕様の変化があってはな

らない。また、長期保税倉庫の通関手続き中である貨物を、その機能的用途で使用し

てはならない。 

 長期保税倉庫の全部または一部の貨物につき、貨物の所有権、使用権、処分権の移行

を伴うような取引を行うことができる37 。 

 最長 3 年の期限が満了した場合、貨物はその他の通関手続きに掛けられ、長期保税倉

庫から搬出される38 。 

 

⑪ 課税標準価格、関税 

 課税標準価格は関税支払いのベースであり、以下の方法で決定される39。 

 輸入貨物の取引価格法式（方法 1） 

 同一の貨物の取引価格方式（方法 2） 

 類似の貨物の取引価格方式（方法 3） 

 減算方式（方法 4） 

 加算方式（方法 5） 

 予備的方式（方法 6） 

 輸入時に課税標準価格の構成要素のすべてがわからない場合（例えば、輸入品の一部

であるロイヤリティーの額）、正確な課税標準価格と関税額の決定を延期することが

できる40。 

 貨物の課税標準価格は、トランジット通関手続き、長期保税倉庫の通関手続き、廃棄

の通関手続き、国益のための拒絶の通関手続き（外国貨物が無償で国の所有に移行す

る通関手続き）や特別な通関手続きの際には決定されない41。 

                                                                                                                                          

37  EEU 関税基本法 第 158 条 

38  EEU 関税基本法 第 161 条 

39  EEU 関税基本法 第 39-45 条 

40  EEU 関税基本法 第 38 条 16 項 
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 貨物の課税標準価格とその決定に用いられる情報は、信ぴょう性があり、定量化が可

能で、書類により裏付けられた情報に基づいていなければならない42。 

 関税支払いの際、利子付および無利子での延払いが規定されている。特に、無利子で

支払い 6 カ月延期を申請できるのは、農業関連企業、およびそれらに種苗、農薬、農

業機器、家畜飼育施設等を納入している企業である43 。 

関税還付手続きが簡素化され、今後は税関申告書に事前の変更を加える必要がな

くなった44。還付と変更の申請が一通の申請書でできるようになり、還付の手続

きがスピードアップされる。 

 

 

                                                                                                                                          

41  EEU 関税基本法 第 38 条 3 項 

42  EEU 関税基本法 第 38 条 10 項 

43  EEU 関税基本法 第条 59 項 2 項 

44  EEU 関税基本法 第 67 条 
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3. 新規則の導入・発効が貿易事業者に与える影響・アドバイス 

上述の通り、EEU 関税基本法は EEU の税関行政手続きを改善し、貨物の通関手続きの

プロセスを容易にし（出荷書類提出の拒絶など）、新しいビジネスチャンスを、特に AEO

に向けて生み出す 。 

それと同時に、通関に関する多くの問題が、未採択の国の新法で規制対象になることを

考慮する必要がある。 

また、新しい税関規則に移行するときはいつも、初期段階では適用と解釈の面で困難を

引き起こすことをも考慮しなければならない。その意味では、自社の通関手続きのルール

を早期に更新し、税関規則に対する理解を通関代理人や地域の税関の理解と同様にしてお

くことが肝要である。 


